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安
全
・
安
心
で
活
気
あ
る
地
域
づ
く
り
に
向
け
た
地
方
財
政
措
置
を
求
め
る
意
見
書

日
本
経
済
は
、
長
期
に
わ
た
る
景
気
拡
大
を
受
け
、
企
業
収
益
が
過
去
最
高
を
記
録
す
る
な
ど
、
回
復
基

調
に
あ
り
、
雇
用
環
境
も
大
き
く
改
善
し
て
い
る
。
し
か
し
、
そ
の
一
方
で
持
続
的
な
経
済
成
長
に
向
け
て

は
、
急
激
な
人
口
減
少
・
少
子
高
齢
化
へ
の
対
応
な
ど
、
解
決
す
べ
き
多
く
の
課
題
が
山
積
し
て
い
る
。

こ
う
し
た
中
、
政
府
は
先
に
「
経
済
再
生
な
く
し
て
財
政
健
全
化
な
し
」
と
の
基
本
方
針
を
堅
持
し
た
う

え
で
、
消
費
税
率
の
引
上
げ
、
少
子
高
齢
化
対
策
、
外
国
人
材
受
け
入
れ
等
の
施
策
と
と
も
に
、
新
た
な
財

政
健
全
化
目
標
を
掲
げ
た
「
経
済
財
政
運
営
と
改
革
の
基
本
方
針
二
○
一
八
」
を
決
定
し
た
。

今
後
、
予
算
編
成
等
を
通
じ
て
具
体
的
な
施
策
の
方
向
性
が
示
さ
れ
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
が
、
中
で
も
、

全
世
代
型
の
社
会
保
障
制
度
の
確
立
な
ど
、
基
本
方
針
で
示
さ
れ
た
施
策
の
実
現
に
向
け
て
は
、
地
方
の
担

う
役
割
は
大
き
く
、
今
後
の
制
度
設
計
に
お
い
て
、
地
方
の
意
見
を
反
映
す
る
こ
と
は
不
可
欠
で
あ
る
。
加

え
て
、
度
重
な
る
災
害
へ
の
対
応
、
防
災
力
の
強
化
、
公
共
施
設
の
長
寿
命
化
な
ど
、
だ
れ
も
が
住
み
慣
れ

た
地
域
で
安
心
し
て
暮
ら
し
続
け
る
た
め
の
福
祉
・
防
災
施
策
の
充
実
は
急
務
と
な
っ
て
い
る
。

他
方
、
地
方
創
生
に
つ
い
て
は
、
現
在
、
新
た
な
五
年
間
を
見
据
え
た
総
合
戦
略
の
議
論
が
進
ん
で
い
る
。

地
方
創
生
に
は
息
の
長
い
取
組
が
必
要
で
あ
り
、
今
こ
そ
、
農
林
水
産
業
の
成
長
産
業
化
、
Ｉ
ｏ
Ｔ
等
の
革

新
的
技
術
を
活
用
し
た
地
域
産
業
の
創
造
、
地
方
へ
の
移
住
促
進
、
女
性
や
高
齢
者
が
活
躍
可
能
な
地
域
づ

く
り
な
ど
、
活
気
あ
ふ
れ
る
力
強
い
地
域
経
済
の
構
築
に
向
け
た
施
策
を
強
力
に
推
進
す
べ
き
で
あ
る
。

よ
っ
て
、
政
府
に
お
か
れ
て
は
、
安
全
・
安
心
で
活
気
あ
る
地
域
づ
く
り
に
向
け
た
地
方
財
政
措
置
を
適

切
に
講
じ
ら
れ
る
こ
と
を
強
く
求
め
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
要
望
す
る
。

一

近
年
の
豪
雨
災
害
を
踏
ま
え
た
抜
本
的
な
治
水
対
策
と
と
も
に
、
砂
防
・
治
山
堰
堤
整
備
等
を
迅
速
か

つ
強
力
に
推
進
す
る
こ
と
。
こ
の
た
め
、
国
土
強
靱
化
の
特
別
枠
を
設
け
る
な
ど
、
予
算
を
大
幅
に
増
額

す
る
と
と
も
に
、
適
切
な
地
方
財
政
措
置
を
講
じ
る
こ
と
。

二

地
方
創
生
の
実
現
に
向
け
、
移
住
定
住
・
Ｕ
Ｉ
Ｊ
タ
ー
ン
の
促
進
等
に
よ
る
地
方
へ
の
人
の
流
れ
の
創

出
や
地
域
経
済
を
支
え
る
産
業
の
稼
ぐ
力
の
向
上
等
に
地
方
が
積
極
的
に
取
り
組
め
る
よ
う
、
関
連
予
算

の
確
保
を
行
う
と
と
も
に
、「
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
事
業
費
」
を
拡
充
・
継
続
す
る
こ
と
。

三

税
源
の
偏
在
性
が
小
さ
く
、
税
収
が
安
定
的
な
地
方
税
体
系
を
構
築
す
る
た
め
、
地
方
法
人
課
税
に
お

い
て
新
た
な
措
置
を
講
じ
る
こ
と
。
ま
た
、
消
費
税
・
地
方
消
費
税
に
つ
い
て
は
、
軽
減
税
率
導
入
に
よ

る
減
収
分
の
代
替
財
源
を
確
保
す
る
と
と
も
に
、
引
上
げ
に
際
し
て
は
、
中
小
企
業
者
の
経
営
対
策
や
需

要
変
動
の
平
準
化
に
向
け
て
、
地
域
経
済
の
活
性
化
に
資
す
る
総
合
的
な
経
済
対
策
を
行
う
こ
と
。
さ
ら

に
、
こ
れ
に
伴
う
、
地
方
負
担
分
に
つ
い
て
適
切
な
財
源
措
置
を
講
じ
る
こ
と
。

四

地
方
自
治
体
が
提
供
す
る
社
会
保
障
の
充
実
策
を
は
じ
め
、
福
祉
、
学
校
教
育
等
、
国
民
生
活
に
密
接

に
関
連
す
る
多
く
の
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
確
実
に
実
施
す
る
た
め
、
一
般
財
源
の
総
額
に
つ
い
て
、
平
成
三

十
年
度
地
方
財
政
計
画
の
水
準
を
下
回
ら
な
い
よ
う
実
質
的
に
同
水
準
を
確
保
す
る
こ
と
。
特
に
地
方
交

付
税
の
総
額
を
適
切
に
確
保
す
る
こ
と
。

右
、
地
方
自
治
法
第
九
十
九
条
の
規
定
に
よ
り
意
見
書
を
提
出
す
る
。

平
成
三
十
年
九
月
二
十
五
日
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